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社会的レジリエンスを改善するための 

リスク評価フレームワークの開発と政策的提言

（論文内容の要旨） 

第１章では社会的レジリエンスの向上の必要性を述べ、既存研究をレビューし本

研究の位置付けを明らかとした。特に、リスク定量化分析評価について、航空宇宙

産業におけるリスク分析評価の先行研究を概観した上で、本論文の研究意義につい

て述べている。 

第２章では、人類史と地球史における様々な種類の自然災害を頻度・損害規模別

に分類し、地球史における絶滅事象を引き起こした災害には、火山災害、小惑星の

衝突、気候災害があり、これらは低頻度・高被害(LPH C )事象に分類される。LPHC

事象は、発生する確率が非常に低いが、壊滅的な結果をもたらすものである。しか

しより短いタイムスケールでは、人類は、大規模洪水、疫病、地震、津波、中規模

の火山噴火などの頻繁に起こる災害が高頻度・低被害事象(HPL C )として知られて

いる。HPLC はより頻繁に発生し、そのほとんどが 1 0 年単位の頻度で発生し、局所

的な死亡者をもたらすが、地球規模の壊滅はもたらさない。本論文ではこれらの事

象の人類文明に対する潜在的なリスクに基づいて分類・評価を行い、とりわけ、航

空機を例に現代の人工物の運用計画における新たなリスクに焦点を当てることが述

べられている。 

第３章では、航空業界向けの太陽フレアから 太陽陽子イベント  ( S P E )への被ば

くによる潜在的なリスクコストを効果的に評価するための体系的なアプローチを

提示した。経済的損失額と機会損失額を最小化するための適切な代替手段を提供

するために、放射線による健康リスクを評価した。また E x o K y o t o と PHI T S を用

いて、各フライトの乗客が被る、SP E によって誘発される放射線被ばく値の総量を

算出した。推定される線量限度を、一般人の実効線量限度に相当する 1 m S v、職業

被ばくに相当する 2 0 m S v とし、さらに極端なスーパーフレア現象による高線量を

想定して、いくつかのシナリオを決定した。仮想的な航空会社がフライトの運行

を停止（キャンセル）するシナリオでは、潜在的な放射線量の下での法的規制の

ため、乗客一人当たりの一回のフライトで 1 m S v とした。この章では、高さ方向の

みの一次元モデルに基づいて、フライトがキャンセルされた場合の潜在的な直接

費と機会費用の損失を計算している。 

第４章では航空放射線被ばくを、 5 つの地上中性子レベル上昇イベント（ G L E）

中に 8 つの飛行ルートの太陽高エネルギー粒子 ( S E P )による線量と線量率を削減す

るための対策コストに関連するリスクを評価している。S E P への航空被ばくに関す

る警告システムである W A S A V I E S によって開発された 4 次元線量率データベースを

S E P 線量評価に採用した。コスト見積もりについては、フライトのキャンセルとフ

ライト高度の低下の二つの対策を評価した。次に、 G L E の過去の記録と宇宙線中性

子観測や放射性炭素分析結果によって観測された歴史的に大きなイベントに基づ

いて、最大飛行経路線量と線量率がそれぞれ 1 . 0 m S v と 8 0 µ S v / h を超える重要な

G L E の年間発生頻度を推定した。計算によると、飛行条件の変更を必要とするよう

な上記の線量および線量率の閾値を超えるのに十分な大きさの G L E は、それぞれ



4 7 年および 17 年に 1 回発生し、対策コストに関連する安全側に見積もられた年間

リスクは毎日運航する長距離便の場合、年間最大約 1.5 千米ドルと算出してい

る。

第５章では航空宇宙産業の LPHC リスク対策として本研究で行った一連のリスク

評価をフレームワーク化し，当該リスクの対策としてのパラメトリック保険の設

計可能性について議論し、政策的提言を行っている。最初に、先行研究によって

提唱されている定量的リスク評価のプロセスを元に、航空宇宙産業における LPHC

リスクの定量化についてフレームワークを構築した。具体的には、 G L E の発生によ

る航空業界の労働者と乗客への被ばく線量を定量化し、飛行計画（高度）の変更/

キャンセルに関連する経済的損失額（リスク）を定量化し、その際のプロトコル

を提示し、飛行計画を変更する必要のあるスケールの G L E が発生する頻度と確率

を計算し、それに伴う経済的損失額（リスク）を表すリスク式を導出し、その頻

度とリスクを評価し、本リスクに対するインデックス型保険の設計について議論

するという一連の仕組み・流れを整理・本事象に応用化し、フレームワークとし

て提唱した。次にパラメトリック保険とは何か、定義や仕組み、メリット・デメ

リットについて概観し、第４章で発案した指標をインデックスとしたパラメトリ

ック保険の設計可能性を議論した。また設計可能性のケーススタディとしてミャ

ンマーへの天候インデックス保険の導入可能性について議論した。最後にこのよ

うなパラメトリック保険を設計するために必要な官民学連携の体制、法規制、デ

ータベース等について提案している。

（続紙 ２）

（論文審査の結果の要旨） 

 本論文の学術的貢献は、次の通りである。（１）航空放射線被ばくを太陽放射

線被ばく警報システム W A S A V I E Sより推定した太陽放射線被ばく線量率の 4 次元

空間時系列データを用いて、 5つの G L E、 8つの飛行経路、2つの巡航高度 高度( 1 2

k mと 9 k m )の 8 0条件に対する最大積算被ばく線量と被ばく線量率を評価し、宇宙線

中性子観測や放射性炭素分析結果などから、 G L Eの発生頻度とその強度の関係を過

去 2 0 0 0年間に遡って世界で初めて定量化した。（２）それに伴い太陽放射線の強

度を表す指標として、従来使われていた事象積分強度 ( E I I )  のみならず、瞬間的

に太陽放射線強度が高くなる効果を考慮したピーク事象強度(P E I )  を新たに提案

して解析した。そして、それらの結果を組み合わせることにより、各航路条件に

対する最大積算線量が 1 m S v  を超える、または最大線量率が 8 0μ S v / h  を超える

太陽フレアの発生頻度がそれぞれ約  4 7  年及び約  1 7  年に 1回であることを明らか

にした。（３）さらに、LPH Cや H P L Cの議論や国外における様々な災害事例から社

会への実装に必要である保険メカニズムを検討し、その実現可能性について考察

を行い、本研究成果の社会実装の可能性を議論した。 

 また、本論文の主な内容は査読付きの複数の国際学術誌に公表されており、そ

の学術的貢献の高さを証明している。 

 よって、本論文は博士（総合学術）の学位論文として価値あるものと認める。

また、令和4年 1月2 0日、論文内容とそれに関連した事項について試問した結果、

合格と認めた。 

要旨公表可能日： 2 0 2 2 年 3 月 24 日以降  


